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１ 委員会構成 

（１）委員名簿（2024 年 4 月 23 日現在） 

 

（２）正副委員長の互選 

第１回委員会（2022 年 8 月 25 日開催）にて委員長に真城義麿氏、副委員長に諸岡敏

氏を互選。 

（３）委員会作業班の設置 

第５回委員会（2022 年 12 月 19 日開催）にて、委員会内に作業班を設置し、これま

での委員会審議内容を精査し委員会としての進捗報告をまとめること。そして、今後の

小委員会の設置や実態調査の実施を想定したうえで、委員会審議の方針案を策定してい

くことを確認する。 

作業班の構成は、第３回、第４回委員会での委員班別協議での意見をふまえるために

各班から１名、その中で宗議会議員（１号委員）、参議会議員（２号委員）、教区会議

長・教区門徒会長（３号委員）、学識経験者・宗務経験者（４号委員）にてバランスよ

く構成することをふまえ、真城委員長、諸岡副委員長、中嶋ひろみ委員、高名和丸委

員、冨樫誓子委員、犬島久世委員、渡辺智香委員、金山正雄委員が選出された。 

作業班での協議は、2023 年 1 月 24 日、2 月 13 日、4月 13 日、の計３回開催した。 

（４）小委員会の設置 

第７回委員会（2023 年 5 月 16 日開催）にて、教化改革、組織機構改革、財政改革の

課題に分けて小委員会を設置することが確認され、それぞれ委員は各小委員会へ配属さ

氏名 教区 小委員会 氏名 教区 小委員会

1 高名 和丸 東北 教　　化 20 番坂 寛子 北海道 組織機構

2 旦保 立子 東京 組織機構 21 花下 優子 東北 組織機構

3 諸岡 　敏 能登 22 永寶 晴香 新潟 教　　化

4 山田 孝彦 福井 組織機構 23 泉　  暁子 名古屋 財　　政

5 浜口 和也 四国 組織機構 24 松扉 　覚 金沢 教　　化

6 滑川 義幸 北海道 財　　政 25 冨樫 誓子 小松大聖寺 教　　化

7 五来 範行 東京 組織機構 26 藤 　共生 福井 教　　化

8 松原 繁光 金沢 財　　政 27 羽部 玲子 岐阜高山 教　　化

9 瀨戸川 恒雄 長浜 組織機構 28 伊藤 　修 名古屋 財　　政

10 中嶋 ひろみ 大阪 教　　化 29 犬飼 祐三子 名古屋 組織機構

11 渡辺 智香 東京 財　　政 30 安田 龍誓 三重 組織機構

12 竹部 俊惠 富山 組織機構 31 折戸 沙紀子 三重 教　　化

13 龍 　茂樹 大垣 教　　化 32 美濃部 俊裕 長浜 教　　化

14 藤本 浩之 山陽 教　　化 33 上寺 恵美 京都 教　　化

15 草野 信之 九州 財　　政 34 一井 良知 京都 組織機構

16 清丸 亮一 小松大聖寺 財　　政 35 真城 義麿 四国

17 加藤 勝男 岡崎 組織機構 36 草野 悦子 九州 組織機構

18 金山 正雄 長浜 組織機構

19 熊本 照美 九州 教　　化

備考 備考

教区門

徒会長

4号

学識・

宗務経

験者

3号

教区会

議長

宗議会

議員

参議会

議員

1号

2号



－3－ 

れることとなった。委員会当日に小委員会協議の時間を設け、正副主査の互選、現時点

における今後取り組むべき諸課題の整理がなされた。 

互選された正副主査は以下のとおり。 

教化改革小委員会    主査 高名和丸委員  副主査 中嶋ひろみ委員 

組織機構改革小委員会  主査 浜口和也委員  副主査 五来範行委員 

財政改革小委員会    主査 渡辺智香委員  副主査 泉 暁子委員 

正副主査会は正副委員長、上記の正副主査を構成員とし、各小委員会の協議進捗、

報告書作成に向けた文章の校正作業の他、次年度以降の行財政改革等について協議がな

された。 

正副主査会での協議は 2023 年 10 月 16 日､2024 年 2 月 2日､4 月 9 日､4 月 17 日の計

４回開催した。 

（５）委員の交代・補充 

  ・ 教区会議員（選出教区会議員・組長議員）の任期満了に伴う教区会議長の改選によ

り、泉原寛康委員、服部忍委員が退任し、2023 年 3 月 1日付にて藤本浩之、草野信

之両氏が委員に委嘱された。 

  ・ 犬島久世委員の辞任を受け、2023 年 4月 1 日付にて泉暁子氏が委員に委嘱された。 

・ 五味川千秋委員の逝去（2023 年 7月 21 日）のため１名欠員となった。 

・ 木越渉内局一部改造に伴い、西受秀文委員が退任し、2023 年 11 月 1 日付にて山田孝

彦氏が委員に委嘱された。 

（６）その他 

 【事務局体制】 

１ 本 部 長 佐々木 高（参務）（2023 年 9 月 27 日～） 

       那須 信純（参務）（2022 年 4月 3 日～2023 年 9月 26 日） 

２ 参 事 藤田 哲史（総務部長）（2023 年 7 月 3日～） 

梯  宗 （総務部長）（2022 年 7月 1 日～2023 年 7 月 2日） 

下野 真人（大谷祖廟事務所長） 

延澤 栄賢（組織部長） 

藤岡 巧 （財務部長） 

木曽 修 （企画調整局長） 

德永 誠 （解放運動推進本部事務部長） 

３ 事務部長 寺田 正寛 

４ 次 長 白河 祐亮、荒川 清和、蒲池 誓、藤宗 智秋、藤 堅慈 

５ 次長（兼）玉樹 崇、海 雄二、石井 正道 

６ 宗務改革推進本部 主事（補）、書記（補）、嘱託 
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開催日 出席委員 協議内容

第１回 2022年8月25日（木） 34名（内リモート4名）
・正副主査互選
・『内局案』の作成経緯及び」これまでの取り組みの経緯についての説明、意見交換

第２回 2022年9月13日（火） 29名（内リモート2名）
・宗務総長挨拶（所見、方針伝達）
・行財政改革の原点の明確化についての説明（宗務改革【教区及び組の改編・門徒戸数調査】の経緯）、意見交換
・宗門の現状認識についての説明、意見交換

第３回 2022年10月21日（金） 35名（内リモート3名） ・「宗門が抱える課題の明確化」をテーマとした班別協議（グループワーク）

第４回 2022年11月14日（月） 33名 ・「宗門が抱える課題の明確化②－今、宗門が抱える重要課題は何か？－」をテーマとした班別協議（グループワーク）

第５回 2022年12月19日（月） 36名（内リモート2名）

・今後の委員会審議の方法・スケジュールについて
・委員会作業班の設置・協議内容について
・前回班別協議（ワークショップ）で出された諸課題の整理について
・諸課題に対する改革の基本方針について

第６回 2023年3月2日（木） 37名（内リモート6名）

・作業班会議の協議内容について（報告）
・「行財政改革検討委員会進捗報告」（素案）について
・行財政改革に係る意見聴取と課題共有に向けた取り組みについて
・コンサルタントの参画について

第７回 2023年5月16日（火） 31名（内リモート2名）

・新たな委員の委嘱について（報告）
・作業班会議の協議内容について（報告）
・「行財政改革検討委員会協議進捗報告」（案）について
・行財政改革に係る意見聴取と課題共有に向けた取り組みについて
・行財政改革検討委員会スケジュール案（2023年4月～2024年6月）について

第８回 2023年7月26日（水） 30名（内リモート2名）

・２０２３年宗会常会での質疑・答弁等について（報告）
・行財政改革検討委員会スケジュール案（2023年4月～2024年6月）について
・行財政改革に係る意見聴取と課題共有に向けた取り組みについて
・小委員会に分かれての協議

第９回
（WEB開催）

2023年12月22日（金） 28名
・各小委員会の協議進捗状況について（報告）
・「協議進捗報告」に関するアンケートの公開について
・「相続講制度の点検・総括／将来の地方御依頼について」試案

第10回
（WEB開催）

2024年3月28日（木） 28名
・「行財政改革検討委員会報告」案について
・今後の行財政改革の進め方について

第11回 2024年4月23日（火） 30名 ・「行財政改革検討委員会報告」について

２ 委員会協議内容 

＜行財政改革検討委員会＞ 
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開催日 出席委員 協議内容

第１回 2023年5月16日（火） 12名（内リモート１名）
・正副主査の互選
・現時点における今後取り組むべき諸課題の整理

第２回 2023年7月26日（水） 12名 ・小委員会の今後の進め方について（資料・事前課題・参考人等）

第３回 2023年9月19日（火） 12名
・教化改革について
・次回以降の進め方について

第４回
（WEB開催）

2023年10月17日（火） 11名
・―課題についての聞き取り―（事前課題）の整理と確認から見出される方向性について
・次回以降の小委員会の進め方について

第５回
（WEB開催）

2023年11月17日（金） 10名
・―課題についての聞き取り―（事前課題）の整理と確認から見出される方向性について
・課題の論点整理
・次回以降の小委員会の進め方について

第６回
（WEB開催）

2024年1月11日（木） 11名 ・課題の論点整理について（②から⑥）

第７回 2024年2月1日（木） 13名（内リモート１名） ・教化改革に関する報告（教化改革小委員会報告）素々案について

第８回 2024年3月7日（木） 13名（内リモート１名） ・教化改革に関する報告（教化改革小委員会報告）素案について

＜教化改革小委員会＞ 

委員：高名 和丸（主査）、中嶋 ひろみ（副主査）、龍 茂樹、藤本 浩之、熊本 照美、永寶 晴香、松扉 覚、冨樫 誓子、藤 共生、 

羽部 玲子、折戸 沙紀子、美濃部 俊裕、上寺 恵美 
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開催日 出席委員 協議内容

第１回 2023年5月16日（火） 11名（内リモート２名）
・正副主査の互選
・現時点における今後取り組むべき諸課題の整理

第２回 2023年7月26日（水） 10名

・小委員会の今後の進め方
・スケジュールの確認
・事前送付資料に関する意見交換
・課題の整理作業

第３回 2023年10月10日（火） 10名（内リモート２名）
・小委員会基本理念の具体化
・課題の整理、議論の方向性の確認

第４回
（WEB開催）

2023年11月1日（水） ７名

・組織機構改革小委員会の基本理念について
・諸課題の整理と今後の審議にあたっての視点について
・本山・教区・組・寺院に関する役割分担の変遷について
・宗務執行機関組織図について
・宗務機関の在り方について
・各組織間における情報共有・広報の在り方について

第５回 2023年12月15日（金） 12名（内リモート２名）
・宗務執行機関組織図・事務分担について
・真宗教化センター構想・事業について【企画調整局より説明】

第６回
（WEB開催）

2024年1月23日（火） 12名
・報告書作成に向けたこれまでの協議内容の確認
・男女共同（平等）参画について

第７回 2024年2月13日（火） 13名（内リモート２名） ・組織機構改革小委員会報告（素々案）について

第８回 2024年3月4日（月） ９名 ・組織機構改革小委員会報告（素案）について

＜組織機構改革小委員会＞ 

委員：浜口 和也（主査）、五来 範行（副主査）、旦保 立子、山田 孝彦、瀨戸川 恒雄、竹部 俊惠、加藤 勝男、金山 正雄、番坂 寛子、 

花下 優子、犬飼 祐三子、安田 龍誓、一井 良知、草野 悦子 
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開催日 出席委員 協議内容

第１回 2023年5月16日（火） ６名
・正副主査の互選
・現時点における今後取り組むべき諸課題の整理

第２回 2023年7月26日（水） ４名
・協議内容の確認について
・小委員会スケジュール案について
・内局案に示す財政の課題について

第３回
2023年9月11日（月）
2023年9月12日（火）

６名（内１日リモート１名）
・宗門財政の適正規模について
・宗門の安定財源と新たな財源について

第４回
（WEB開催）

2023年10月25日（水） ６名
・財政改革基本理念について
・宗門財政の適正規模について
・宗門の安定財源と新たな財源について

第５回 2023年11月14日（火） ７名（内リモート１名）

・相続講制度の点検総括について
・財政改革基本理念について
・財政改革の方向性について
・地方御依頼の規模とあり方について

第６回 2023年12月19日（火） ６名（内リモート２名）

・相続講制度の点検総括について
・財政改革基本理念について
・財政改革の方向性について
・地方御依頼の規模とあり方について

第７回
（WEB開催）

2024年1月24日（水） ５名（内対面２名）

・交付金制度の点検総括について
・教区の自治制を生かした制度の構築について
・地方御依頼の規模とあり方について
・財政改革基本理念について
・財政改革の方向性について

第８回 2024年2月14日（水） ５名（内リモート２名）

・地方御依頼の規模とあり方について
・財政改革基本理念について
・財政改革の方向性について
・交付金制度の点検総括について
・教区の自治制を生かした制度の構築について

第９回
2024年3月13日（水）
2024年3月14日（木）

６名（内両日リモート２
名、１日リモート１名）

・交付金制度の点検総括について
・教区の自治制を生かした制度の構築について

第10回 2024年3月27日（水） ６名 ・財政改革小委員会報告書（案）について

＜財政改革小委員会＞ 

委員：渡辺 智香（主査）、泉 暁子（副主査）、滑川 義幸、松原 繁光、清丸 亮一、伊藤 修、草野 信之 
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３ 「行財政改革検討委員会協議進捗報告」に関するアンケートから 

 

委員会審議においては、様々な歴史や文化、地域事情を十分共有したうえで総合的に議論

することが念頭に置かれ、その一助として、2023 年 5 月に提出､7 月に公開された「行財政

改革検討委員会協議進捗報告」（以下、「協議進捗報告」という）に対するインターネットを

活用したアンケート調査を実施した。調査の概要は以下のとおり。 

 

目  的 「協議進捗報告」についての感想や意見を収集し、今後の行財政改革推進の参考とするため 

対  象  全国の寺院関係者（住職、坊守等）・門徒・一般 

実施方法  マイクロソフト Forms を用いたオンラインによる聞き取り 

所要時間  10 分程度 

回答期間  2023 年 9 月 1 日（金）から 10 月 31 日（火）まで 

実施主体  宗務改革推進本部 

設問内容  設問１ 「協議進捗報告」の中で今後取り組んでいくべき課題として共感出

来るものがあれば、理由とともにお答えください。 

      設問２ 「協議進捗報告」で挙げられているもの以外で、今後小委員会で協

議すべきと思う課題はありますか？理由とともにお答えください。 

      設問３ 今後の行財政改革検討委員会での協議の進め方に期待することがあ

れば教えてください。 

回答総数  181 件 

回答区分  寺院関係者（住職、坊守等）143 名、門徒 36名、一般（その他）２名 

 

調査にあたっては、2023 年度初頭の諸会議や、教務所長による各組巡回等による周知に

加え、全国の寺院住職・教会主管者への依頼文書の発送、そして『真宗』誌、『同朋新聞』

でのＱＲコードを用いたアンケートへの参画を呼びかけたものの、寄せられた回答は 181 件

であった。アンケートの対象となった「協議進捗報告」が行財政改革の具体的内容として受

け止めづらいものであったこと、アンケート調査の広報・周知が十分でなかったこと、そし

て何より宗門行財政改革に対する意識の低さが要因であったと推測する。 

今回のアンケートは、上記３つの設問に対し自由記述方式によって回答する形態をとった

ため意見や要望も多岐に及んだが、総論や各小委員会での課題等に類別化し（回答結果は宗

派ホームページに公開【2024 年 1月 9 日発信】）（下記ＱＲコード参照）、委員会での検討材

料としても活用した。 

あわせて、要望のある連区や教区に対し「協議進捗報告」の説明会の実施を呼びかけたと

ころ、連区正副議長会（近畿、東日本、名古屋）、教区（福井、大阪、東京）において開催

をし、現場からの多種多様な意見が出されており、それらの内容も委員会として共有した。 

  

「アンケート結果」→             「協議進捗報告」→ 
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※業務内容は「宗務職制」等の諸法規に基づいて記載（2023年10月現在）

総
務
部

本
廟
部

大
谷
祖
廟
事
務
所

内
事
部

教
育
部

研
修
部

組
織
部

出
版
部

財
務
部

企
画
調
整
局

解放運動推進本部

青少幼年センター

教学研究所

宗会事務局

審 問 院

宗
務
改
革
推
進
本
部

親鸞仏教センター

真宗教化センター

内 局

（総長・参務）

宗
務
出
張
所

教
務
所

海
外
開
教
監
督
部
・
沖
縄
開
教
本
部

宗務執行機関組織図

首
都
圏
教
化
推
進
本
部

宗 会

（
法
規
、
文
書
、
人
事
、
広
報
、
電
算
情
報
管
理
、
労
務

管
理
、
警
備
防
災
及
び
衛
生
に
関
す
る
事
項
）

董理院 会計監査院

（
儀
式
及
び
真
宗
本
廟
両
堂
の
守
護
並
び
に
参
拝
者
の
応

接
及
び
総
合
案
内
に
関
す
る
事
項
）

（
大
谷
祖
廟
に
関
す
る
事
項
）

（
内
事
に
関
す
る
事
項
）

（
教
師
、
教
化
、
学
事
及
び

公
益
事
業
に
関
す
る
事
項
）

（
研
修
に
関
す
る
事
項
）

（
寺
院
・
教
会
、
住
職
・
教
会
主
管
者
、
僧
侶
及
び
門
徒

並
び
に
組
織
活
動
の
促
進
・
統
制
、
国
際
関
係
及
び
浄
財

の
勧
募
に
関
す
る
事
項
）

（
出
版
物
及
び
聖
教
編
纂
に
関
す
る
事
項
）

（
経
理
、
財
産
の
管
理
、
金
員
及
び
物
品
の
出
納
並
び
に

授
与
物
に
関
す
る
事
項
）

（
宗
務
改
革
の
推
進
に
必
要
な
事
務
）

（
政
府
そ
の
他
中
央
の
諸
機
関
と
の
連
絡
及
び
首
都

に
お
け
る
施
策
の
調
整
）

（
地
方
の
宗
務
執
行
）

（
開
教
区
の
監
督
、

事
務
）

（
首
都
圏
に
お
い
て
、
現
代
社
会
の
要

請
に
即
応
す
る
教
化
の
推
進
に
必
要
な

総
合
企
画
と
実
践
）

（
教
化
推
進
に
必
要
な
企
画
・
調
整
、
機
関
相
互

の
交
流
、
情
報
収
集
・
発
信
及
び
寺
院
・
教
会
の

活
性
化
支
援
に
関
す
る
事
項
）

（青少幼年の課題に関する情報を収集発

信し、青少幼年教化に必要な研究、交流、

支援及び人の育成を行う）

（同朋会運動を基底として、部落差別を

はじめとする様々な差別問題から問われ

る課題を通した本派の解放運動の推進に

関する総合企画とその実践）

（教学を研鑽し、教化の推進と人材の育

成をはかる）

（学術分野における研究、対話

及び交流並びに情報の収集及び

発信により、時代社会の諸課題

を把握し、親鸞仏教の精神を現

代に公開する）

（財務状況の監査に関する事項）
（宗義に関する重要事項を審議、

宗義に関する言説の判定）
（本派の秩序の保持、係争・異議

申立、懲戒に関する事項）

（議長の指揮による宗会の事務）

 ４ 組織機構改革小委員会 参考資料 
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５ 財政改革小委員会 参考資料 

【№１ 宗派一般会計の将来予測】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【№２ 宗派の安定財源 2012 年度～2021 年度の推移】 

 

 

【№３ 地方御依頼 1974 年～2022 年度 消費者物価指数・教区御依頼・収納額の推移】 
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【No.３ 消費者物価指数と御依頼・収納額の推移 1974 年～2022 年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【№４ 教区別院号法名申請数・真宗本廟収骨證発行数の推移 2015 年度～2021 年度】 

 

   

   

   

   

     

     

     

     

 海                   大        大         長   都 大        

    年     年     年     年     年     年     年 

 

    

    

    

    

    

    

    

 海                   大        大         長   都 大        

    年     年     年     年     年     年     年 

         
              

                

            
            

               

               
             

                  
             



－12－ 

【№５ 2018 年度教区別御依頼収納額に対する相続講賞典収納の割合】 

  

 

【№６ 将来の御依頼像についての試案 ≪提言≫】 
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【№７ 潜在門徒・関係人口の位置付けの明確化／現在の宗門を支える人々の関係と歳入科目】 

 

【№８ 将来の教化交付金についての提言 試案１】 
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【№９ 将来の教化交付金についての提言 試案２】 
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【No.10 寺院教会数の推移】 
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【No.11 寺院教会数の推移と将来予測】 
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【No.12 得度受式者・教師補任者・僧籍削除者数の推移】 
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【No.13 門徒戸数調査結果に基づく将来予測／都道府県別】 
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６ 宗務改革に関する年表 

該当時期 内容（【】内は委員会・審議会等の名称） 該当時期 内容（【】内は委員会・審議会等の名称） 

2001 年 7 月 

～ 

2002 年 12 月 

【御依頼に関する委員会】 

宗門財政基盤の確立と御依頼は門徒戸数を基本とすべき／ 

行財政改革の必要性と組織機構の改革を提言 

2017 年 2 月 第３回門徒戸数調査  

結果：門徒戸数 1,303,364.9 戸／門徒指数 1,134,930.08 戸 

2003 年 3 月 

全国教区会正副議長会が、門徒戸数調査の早急な実施とその

結果による適切な割当基準の設定／教区及び組の改編の必要

性／組織規模の適性化と事務の合理化を進めるべきとの要望

書を提出 

2020 年 6 月 

宗会における財務長演説において、宗門を取り巻く厳しい状

況の中で、現状の宗門規模をそのまま将来にわたって維持す

ることは困難であるとの認識のもと、行財政改革に取り組ま

なければならない必然性を表明。 

2003 年 7 月 

  ～ 

2004 年 3 月 

【宗務改革推進委員会】 

「門徒戸数調査」と「教区及び組の改編」を行財政基盤の確

立に向けた宗務改革の第一歩として、その実現に向けた方向

性と手順及びその大枠基準を提示。 

2020 年 7 月 岐阜高山教区・九州教区発足 
2020 年 10 月 【行財政改革プロジェクト】「行財政改革内局原案」作成 

2021 年 3 月 
財務部に行財政改革推進準備室を設置し、「宗務改革（行財

政改革）の推進に向けて【内局案】」の作成 
2003 年 11 月 

  ～ 

2005 年 9 月 

【財源に関する委員会】 

宗祖 750 回御遠忌以降の財政施策として、宗門の将来展望に

立った宗派財源のあり方につて協議 
2021 年 7 月 「宗務改革推進本部職制」施行 
2021 年 12 月 

  ～ 

2022 年 1 月 

「内局案」に関する全教区内局巡回実施 

2004 年  7 月 
「教区及び組の改編に関する条例」・「門徒戸数調査に関する

条例」施行 
2022 年 2 月 

第４回門徒戸数調査  

結果：門徒戸数 1,261,676.1 戸／門徒指数 1,099,087.65 戸 

2005 年 10 月 【中央改編委員会】15 教区改編試案の提示 2022 年 6 月 
「宗務改革の推進に関する条例」施行／「宗務改革推進本部

職制」一部改正 

2007 年 11 月 
第１回門徒戸数調査  

結果：門徒戸数 1,316,084.1 戸／門徒指数 1,139,176.16 戸 
2022 年 7 月 東北教区発足 

2012 年 10 月 
第２回門徒戸数調査  

結果：門徒戸数 1,329,949.1 戸／門徒指数 1,158,016.57 戸 
2022 年 8 月 【行財政改革検討委員会】発足 

2016 年 6 月 

～   

2017 年 3 月 

【宗費賦課金に関する審議会】 

賦課区分の設定と賦課基準の策定について協議されたが、宗

門財政の将来像が明らかとなっていない状況に鑑み、財政改

革の方向性に基づいて改めて議論すべきとの結論に至る。 

2023 年 5 月 「行財政改革検討委員会 協議進捗報告」を宗務総長に提出 

2016 年 10 月 【中央改編委員会】17 教区改編試案の提示 
2023 年 5 月 【教化・組織機構・財政改革各小委員会】を設置 

2023 年 7 月 新潟教区・富山教区・小松大聖寺教区発足 

 


